
都道府県労働局

職業紹介事業者の皆さまへ

「就職お祝い金」などの名目で求職者に金銭等を提供して
求職の申し込みの勧奨を行うことを禁止しました

「お祝い金」その他これに類する名目で、求職者に社会通念上相当と認められる程度を超え
て金銭などを提供することで求職の申し込みの勧奨を行ってはいけません。
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■ 紹介により就職した人の数（2016年度に就職した人数から掲載）

■ 紹介により就職した無期雇用の人数、そのうち６か月以内に離職した人数（2018年度に就職した人数から掲載）

■ 手数料に関する事項（手数料表の内容）

■ 返戻金制度（短期間で離職した場合に手数料を返金する制度）
の有無や内容

■ その他、得意とする分野など（職業紹介事業者が任意で掲載）

職業紹介事業者が遵守すべき事項

厚生労働省の運営する人材サービス総合サイトに、以下の情報を提供してください

紹介した求職者が早期に離職することのないよう、以下の事項を遵守してください

■ 自らの紹介により就職した者（無期雇用契約に限ります。）に対して、就職した日から２年間は、転職の勧奨を
行ってはいけません。

■ 紹介手数料に関して、返戻金制度を設けることが望まれます。

■ 求職者と求人者の双方に対し、求職者から徴収する手数料および求人者から徴収する手数料の両方を明示して
ください。

ご不明な点がありましたら、都道府県労働局までご相談ください →

検 索人材サービス総合サイト

れ

令和３年４月１日から職業安定法に基づく指針が一部改正されます
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・求職の申し込みの勧奨は、金銭の提供ではなく、職業紹介事業の質を向上させ、それをPRすること
で行ってください。

・職業紹介事業者が、自ら紹介した就職者に対し転職したらお祝い金を提供するなどと持ちかけて
転職を勧奨し、繰り返し手数料収入を得ようとする事例があります。このような行為は、労働市場に
おける需給調整機能を歪め、労働者の雇用の安定を阻害する行為であり、行ってはいけません。

※ 以下の情報の提供は職業安定法第32条の16第3項により職業紹介事業者に義務付けられています。


